
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰に伴う学校給食
等に関する負担軽減

①目的：物価高騰に伴う学校給食等に関する負担軽減
　効果：高騰する食材費から換算した給食費の値上げ相当額につい
て、交付金を充当することで据え置き、保護者負担を増やすことなく学
校給食の円滑な実施を行う。
②給食費値上げ相当分について、交付金として、減免相当額を給付
する。
③給付額の積算根拠
【小学校給食】
319円（令和７年度に必要な１食あたりの給食費）-266円（令和６年度１
食あたりの給食費）＝53円（物価高騰分）
53円（物価高騰分）×（1/2）×2,460人（児童数５月１日）×年間給食予
定回数186回＝12,126千円
【中学校給食】
402円（令和７年度に必要な１食あたりの給食費）-335円（令和６年度１
食あたりの給食費）＝67円（物価高騰分）
67円（物価高騰分）×（1/2）×1,100人（生徒数５月１日）×年間給食予
定回数195回＝7,186千円
【小学校給食】+【中学校給食】＝19,312千円
④保護者等（教職員を除く）
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2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

高校生等医療費助成（臨
時交付金活用事業）

①物価高騰等に直面する子育て世帯に対する支援として、小児医療
に要する費用を負担する保護者に医療費の給付を行い、経済的負担
を軽減する。
②助成に係る事業費
③対象拡大した高校生等にかかる医療費37,089千円（令和６年度実
績に基づく）
④本市に住民登録があり、医療保険各法による保険に加入している
高校生等（15歳に達する日以後の最初の４月１日から18歳に達する日
以後の最初の３月31日までの間にある者）。

R7.4 R8.3

3
③消費下支え等を
通じた生活者支援

逗子市地域防犯カメラ設
置事業補助金（臨時交付
金活用事業）

①防犯意識の高まりを踏まえた物価高騰対策支援事業として、団体
が防犯カメラを設置する際の費用の一部を補助することで、地域防犯
力を向上させるとともに、犯罪の起こりにくい安心安全なまちづくりを推
進する。
②補助金
③補助金1,670千円
　地域団体：補助対象経費の9/10（上限367千円）×10件
　控除財源：神奈川県地域防犯カメラ設置事業費補助金2,000千円
④自治会、町内会、マンション等の管理組合、商店会

R7.4 R8.3

4
④省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

逗子市カーボンニュート
ラル推進補助金（臨時交
付金活用事業）

①物価高騰による影響下でも、再生可能エネルギーの利用及び温室
効果ガスの排出の量の削減等を促進するため、ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス、再エネ・省エネ・蓄エネ機器及び電気自動車用充給電
設備等の設備導入にかかる費用の一部を補助するもの。
②逗子市カーボンニュートラル推進補助金
③ネット・ゼロ・エネルギーハウス導入費補助金4,000千円、再エネ・省
エネ・蓄エネ機器導入費補助金1,000千円、電気自動車用充給電設備
導入費補助金1,000千円、既存住宅断熱改修等省エネ対策費補助金
1,000千円
④該当機器等を設置する市民等
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5

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

公共施設エネルギー価
格高騰対策事業

①電気・ガス料金の高騰に伴い、公共施設の光熱水費が大幅に増加
する中、安定的な市民サービスの提供のため、光熱水費のかかり増し
経費に地方創生臨時交付金を活用する。
②光熱費（電気料金及びガス料金）の高騰相当分
③令和４年度当初予算額から令和７年度当初予算への上昇分
令和４年度当初予算：55,110千円
令和７年度当初予算：70,386千円
差額（交付対象経費）：15,276千円
④市民が利用する公共施設
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令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


